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化学物質とは（安衛法第２条第３号の２）

• 元素及び化合物をいう。
1 「元素」とは、

一種類の原子(同位体の区別は問わない。)からなる物質のすべての状態(励起状態、ラジカル等を含む。)をいい、単体を含むもの
であること。

2 「化合物」とは、
二種類以上の元素が互に化学結合力によって結合すること(化合)によって生じた、原則として一定の組成を有する物質をいうこと

(安定な非結合ラジカル(二・二―ジフェニル―一―ピクリルヒドラジル、ジ―tert―ブチルニトロキシド等)を含む。)。
なお、「化合物」とは通常単一の種類の物質をいうが、ここでいう化合物には、次の各号に掲げる物を含むものとすること。

イ 主成分は一定の組成を有しているが、その主成分を製造する際に混入した不純物、副生物等が混在しているもの
ロ 高分子化合物のごとく、単量体(モノマー)は一定の組成を有しているが、厳密な意味では、その物の化学構造が完全な同一性を有

するとは限らないもの
ハ 一部の染料、コールタール状物質等のごとく、製造する行為の結果、複数の化合物の集合体として得られ、個々の化学物質の同定

が困難であるが、全体として均一な性状を有し、個々の化学物質の分離精製を行わないもの

また、次の各号に掲げる物は、化合物として取り扱わないものとすること。
イ 合金
ロ 固有の使用形状を有するもの(合成樹脂製の什器、板、管、棒、フイルム等)及び混合物のうち、混合することによってのみ製品とな

るものであって、当該製品が原則として最終の用途に供される物(例:顔料入り合成樹脂塗料、印刷用インキ、写真感光用乳剤)
（昭五三・二・一〇 基発第七七号）



新たな化学物質の管理
化学物質による休業４日以上の労働災害（がん等の遅発性疾病を除く。）の原因となった化学物質の多くは、

化学物質関係の特別規則の規制の対象外となっています。本改正は、これら規制の対象外であった有害な化学
物質を主な対象として、国によるばく露の上限となる基準の策定、危険性・有害性情報の伝達の整備拡充等を
前提として、事業者が、リスクアセスメントの結果に基づき、ばく露防止のための措置を適切に実施する制度を
導入するものです。

１．労働安全衛生規則関係

（１）リスクアセスメントが義務付けられている化学物質（以下「リスクアセスメント対象物」という。）の製造、取扱
い又は譲渡提供を行う事業場ごとに、化学物質管理者を選任し、化学物質の管理に係る技術的事項を担
当させる等の事業場における化学物質に関する管理体制の強化

（２）化学物質のＳＤＳ（安全データシート）等による情報伝達について、通知事項である「人体に及ぼす作用」の内
容の定期的な確認・見直しや、通知事項の拡充等による化学物質の危険性・有害性に関する情報の伝達の
強化

（３）事業者が自ら選択して講ずるばく露措置により、労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度を
最小限度にすること（加えて、一部物質については厚生労働大臣が定める濃度基準以下とすること）や、皮
膚又は眼に障害を与える化学物質を取り扱う際に労働者に適切な保護具を使用させること等の化学物質
の自律的な管理体制の整備

（４）衛生委員会において化学物質の自律的な管理の実施状況の調査審議を行うことを義務付ける等の化学物
質の管理状況に関する労使等のモニタリングの強化

（５）雇入れ時等の教育について、特定の業種で一部免除が認められていた教育項目について、全業種での実施
を義務とする（教育の対象業種の拡大／教育の拡充）を全業種に拡大

２．有機溶剤中毒予防規則、鉛中毒予防規則、四アルキル鉛中毒予防規則、特定化学物質障害予防規則、粉じん障害防止規則関係
（１）化学物質管理の水準が一定以上の事業場に対する個別規制の適用除外
（２）作業環境測定結果が第三管理区分の事業場に対する作業環境の改善措置の強化
（３）作業環境管理やばく露防止対策等が適切に実施されている場合における有機溶剤、鉛、四アルキル鉛、特定化学物質（特別管理物質等を除く。）に関する特殊

健康診断の実施頻度の緩和



ＳＤＳ

SDSはSafety Data Sheetの略語で、安全データシート。

SDSは、

製品名 含有成分の情報 危険性・有害性に関する情報

安全上の予防措置 緊急時対応など

の情報を記載した資料のことで、化学物質を他の事業者に譲渡・提
供するときに、その化学物質の危険性・有害性等の性質や取扱い上
の注意事項等の情報を相手方に提供するための文書です。



化学物質管理者

• 化学物質管理者は、事業者が事業場の規模にかかわらず、リスクアセ
スメント対象物を製造、取扱い又は譲渡提供する事業場ごとに選任
しなければならず、その職務として当該事業場におけるリスクアセス
メント対象物の管理に係る技術的事項を管理させなければならない
（安衛則第１２条の５参照）。

• 化学物質管理者は「化学物質の管理に係る業務を適切に実施できる
能力を有する者」とされ、ラベルやＳＤＳの確認と化学物質に係るリ
スクアセスメントの実施の管理、リスクアセスメント結果に基づくばく
露防止措置の選択・実施の管理、自律的な管理に係る各種記録の作
成・保存、労働者への周知・教育等を担い、これらの様々な職務を関
係者や専門家と協力して進めることが期待されます。



危険有害性

• GHSとは、「化学品の分類および表示に関する
世界調和システム」（The Globally 
Harmonized System of Classification 
and Labelling of Chemicals）のことで、
危険有害性を世界的に統一された一定の基準
に従って分類、絵表示等を用い、その結果をラ
ベルやSDSに反映させ、災害防止、人の健康や
環境の保護を目的としている

• 分類 物理化学的危険性、健康に対する有害性

  環境に対する有害性

• 区分 危険有害性が５（弱い） １（強い）

２．危険有害性の要約

GHS分類 分類実施日 H22.2.19、政府向けGHS分類ガイダンス（H21.3版）を使用

物理化学的危険性 火薬類 分類対象外

可燃性・引火性ガス 分類対象外

可燃性・引火性エアゾール 分類対象外

支燃性・酸化性ガス類 分類対象外

高圧ガス 分類対象外

引火性液体 区分3

可燃性固体 分類対象外

自己反応性化学品 分類対象外

自然発火性液体 区分外

自然発火性固体 分類対象外

自己発熱性化学品 分類できない

水反応可燃性化学品 分類対象外

酸化性液体 分類対象外

酸化性固体 分類対象外

有機過酸化物 分類対象外

金属腐食性物質 分類できない

健康に対する有害性 急性毒性（経口） 区分外

急性毒性（経皮） 区分4

急性毒性（吸入：ガス） 分類対象外

急性毒性（吸入：蒸気） 分類できない

急性毒性（吸入：粉じん） 分類対象外

急性毒性（吸入：ミスト） 分類できない

皮膚腐食性・刺激性 区分1

眼に対する重篤な損傷・眼刺激性 区分1

呼吸器感作性 分類できない

皮膚感作性 分類できない

生殖細胞変異原性 分類できない

発がん性 分類できない

生殖毒性 分類できない

特定標的臓器・全身毒性（単回ばく
露）

区分１（血液、呼吸器系）

特定標的臓器・全身毒性（反復ばく
露）

分類できない

吸引性呼吸器有害性 分類できない

環境に対する有害性

分類実施日 急性毒性：H22.2.19、政府向けGHS分類ガイダンス(H21.3版）を使用

慢性毒性：H18.3.31、GHS分類マニュアル（H18.2.10)を使用

水生環境急性有害性 区分3

水生環境慢性有害性 区分外



絵表示



組織、成分情報

• 化学品名や別名、CAS番号、化学式、構
造式、純度（単体）

• 成分の情報や含有率、CAS番号（混合）

• CAS番号とは、Chemical Abstracts 
Serviceの頭文字を取ったもので、
CASナンバーとも呼ばれており、世界共
通の化学物質固有の識別番号

３．組成及び成分情報

化学物質

化学名又は一般名 酢酸 

別名
エタン酸、(Ethanoic acid)、(Ethylic 
acid)、メタンカルボン酸、
(Methanecarboxylic acid)

分子式 (分子量) C2H4O2（60.05）

化学特性 (示性式又は構造式)

CAS番号 64-19-7

官報公示整理番号（化審法・安衛法） (2)-688

分類に寄与する不純物及び安定化添加
物

データなし

濃度又は濃度範囲 100%



物理及び化学的性質

• ｐH １（酸性）←７（中性）→14（塩基性）

• 融点、凝固点 個体 液体の温度

• 沸点、初留点 液体 気体の温度

• 引火点 火種を近づけたときに火がつく温
度

• 自然発火温度 火種がなくとも火がつく温度

• 燃焼性 可燃性、難燃性、不燃性

• 爆発範囲 ガスや蒸気が空気と混ざり、引火
して爆発を起こす濃度の範囲

等

９．物理的及び化学的性質

物理的状態 形状 液体

色 無色

臭い 刺激臭

ｐＨ
2.4 (1.0M水溶液)、2.9 (0.1M水溶液)、3.4 
(0.01M水溶液) : Merck (14th, 2006)

融点・凝固点 16.7℃ : Merck (14th, 2006)

沸点、初留点及び沸騰範囲 118℃ : Merck (14th, 2006)

引火点 39℃ (closed cup) : Merck (14th, 2006)

自然発火温度 427℃ : ICSC(J) (1997)

燃焼性（固体、ガス） データなし

爆発範囲 5.4～16 vol% : ICSC(J) (1997)

蒸気圧 15.5mmHg (25℃) : Chapman (2009)

蒸気密度 2.07 (空気=1) : ホンメル (1996)

蒸発速度（酢酸ブチル＝１） データなし

比重（密度）
1.0492 (20℃) : 溶剤ポケットブック (1994)
1.0446g/cm3 (25℃) : HSDB (2005)

溶解度 水 : 混和 : Merck (14th, 2006)

アルコール、グリセロール、エーテル、四塩化炭素 : 
混和 : Merck (14th, 2006)
二硫化炭素 : 不溶 : 有機化合物辞典 (1985)

オクタノール・水分配係数
logP = -0.17 : PHYSPROP Database 
(2005）

分解温度 データなし

粘度 1.056mPa･s (25℃) : HSDB (2005)

粉じん爆発下限濃度 データなし

最小発火エネルギー データなし

体積抵抗率(導電率) データなし



安定性及び反応性

• 危険な反応や避けるべき条件等

主な適用法令

• 当該物質を規制する法令

１０．安定性及び反応性

安定性 法規制に従った保管及び取扱においては安定と考えられる

危険有害反応可能性 酸化剤、塩基と激しく反応する。多くの金属を侵して引火性/爆
発性気体(水素)を生じる。ある種のプラスチック、ゴム、被膜剤
を侵す。39℃以上では、蒸気/空気の爆発性混合気体を生じ
ることがある。

避けるべき条件 39℃以上

混触危険物質 酸化剤、塩基、ある種のプラスチック、ゴム、被膜剤

危険有害な分解生成物 水素

１５．適用法令

労働安全衛生法 名称等を表示すべき危険有害物（法第57条、施行令第18条別表
第9）
名称等を通知すべき危険有害物（法第57条の2、施行令第18条の
2別表第9）
リスクアセスメントを実施すべき危険有害物（法第57条の3）

腐食性液体（労働安全衛生規則第３２６条）

危険物・引火性の物（施行令別表第１第４号）

海洋汚染防止法 有害液体物質（Ｚ類物質）（施行令別表第１）

消防法 第４類引火性液体、第二石油類水溶性液体（法第２条第７項危険物
別表第１・第４類）

船舶安全法 腐食性物質（危規則第３条危険物告示別表第１）

航空法 腐食性物質（施行規則第１９４条危険物告示別表第１）



皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止

• 皮膚刺激性有害物質、皮膚吸収性有害物質、これらの物質を裾
切値以上含有する製剤を製造、取り扱う業務に労働者を従事させ
る場合には、有害性に応じて皮膚障害防止用保護具を使用させな
ければならない。

健康障害を起こすおそれがあることが明らかな化学物質等の製造、取扱い
不浸透性の保護衣、保護手袋、履
物、保護眼鏡等（義務）

健康障害を起こすおそれがないことが明らかなもの以外の物質の製造、取扱い
保護衣、保護手袋、履物、保護眼
鏡等（努力義務）

健康障害を起こすおそれがないことが明らかなものの製造、取扱い 保護具の着用不要



リスクアセスメント

• リスクアセスメントは、リスクアセスメント対象物の危険性・有害性を特定し、その特定
された危険性・有害性に基づくリスクを見積もることに加え、リスクの見積もり結果に
基づいてリスク低減措置（リスクを減らす対策）の内容を検討する一連の流れと定義さ
れています。つまり、リスクアセスメント対象物はリスクアセスメントの実施が義務付け
られています（安衛法第５７条の３参照）。法で規定された危険性又は有害性等の調査
がリスクアセスメントのことです。

• 一方、労働安全衛生関係法令に規定される最低基準としての危害防止基準を遵守する
だけでなく、事業者が自主的に個々の事業場の建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じ
ん等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等の調査（リスクア
セスメント）を実施し、その結果に基づいて労働者の危険又は健康障害を防止するため
必要な措置を講ずることが規定されています。つまり、リスクアセスメント対象物以外
についても、危険性・有害性を特定し、その特定された危険性・有害性に基づくリスクを
見積もることに加え、リスクの見積もり結果に基づいてリスク低減措置（リスクを減らす
対策）の内容を検討する、つまりリスクアセスメントの実施は事業者の努力義務となっ
ています（安衛法第２８条の２参照）。





クリエイトシンプル 検索

ダウンロード

マニュアル
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